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3. 本研究の研究方法と研究結果  
第 1 章  序論  
第 1 章では、本研究の背景と必要性、研究の目的、研究手法と研究の構成を記述した。 
 













以上を占めているが、特にこの 10 年間で約 30%も増加した。一方、電気自動車を研究対象
とする論文は、12 年ぶり（ 2013 年以降）にハイブリッド自動車の研究論文数を超えた。こ
の事実から、次世代自動車に関する研究は、ハイブリッド自動車（プラグインハイブリッ













































対立しているため、今後の次世代自動車の普及政策を予測することは難しい（表 1）。  
 
表 1：各国の次世代自動車の普及政策とその特徴  



















"European Roadmap-Electrification of Road
Transport"
"A European strategy on clean and energy efficient
vehicles"







































図 2：次世代自動車の特許出願件数の推移  
 
一方、本研究は各種次世代自動車に関連する技術の特許出願件数の推移を用いて、次世
代自動車技術開発の変遷と動向を分析したところ、 1990 年から 2019 年までには、電気自
動車とハイブリッド自動車に係る特許が特に多いことが明らかである。特に電気自動車の
特許出願数は 2010 年からハイブリッド自動車に凌ぎ、トップに躍り出た。ただし、2019 年
では、電気自動車技術円熟度の向上に伴い、その特許出願件数が減少の傾向を見せている。
一方、ハイブリッド自動車の特許出願件数に関しては、1990 年代から堅調に伸びているが、
2013 年から減る一方で、 2 位に位置付けられている。そのため、現段階では、次世代自動




































































































































そこで、本研究が分析したところ、「 1 人あたりの名目 GDP（ 1,000US ドル）」、「ハイブ
リッド自動車のモデル数」と「エコカー補助金の有無（ダミー変数、有=1、無=0）」は日本
のハイブリッド自動車の販売台数と相関があることがわかった（表 2）。  
 
表 2：ハイブリッド自動車の販売台数と本研究で考慮した影響要因の相関関係  
 Coefficients  Standard error  T Stat  P-value  
Intercept   -473324.8  223742.7  -2.1  0.06  
1 人あたり GDP（ 1,000US ドル）  10241.0  5834.6  1.8  0.10  
ハイブリッド自動車モデル数  18192.8  1332.5  13.7  3.055E-08  
エコカー補助金の有無  148793.2  73710.1  2.0  0.07  
Multiple R  0.99  
R Square  0.99  
Adjusted R Square  0.98  





数を予測すると、2030 年に、日本におけるハイブリッド自動車の年間販売台数が約 252 万









回収できる使用済みハイブリッド自動車は約 12 万台に止まってしまう（図 5）。  
 
図 4：日本におけるハイブリッド自動車の普及台数の予測  
 





外の自動車市場に流通していることが分かった。   
 



























図 6：中国における電気乗用車の販売台数の予測  
 















合によって、NCM111、NCM523、NCM622 と NCM811 に分類できる。本研究は、種類毎の
NCM 型三元系リチウムイオンバッテリーの使用状況を把握・予測した上で、これから中国
で発生する使用済み NCM 型三元系リチウムイオンバッテリーは、主に NCM622 と NCM811
型三元系リチウムイオンバッテリーであることを明らかにした。  
 



















ルなし」のシナリオに比べて、約 83kg の二酸化炭素の排出、1.37kg の資源の消費、0.044m3
の最終処分地の確保、そして 1,611MJ のエネルギー消費が減少する。言い換えれば、使用
済みニッケル水素バッテリーを効率よく回収した上で、さらにリユースとリサイクルする








テリーをリサイクルすることによって約 1,500 円 /個の利益が得られる。  
さらに、日本で回収できる使用済みハイブリッド自動車に含まれるニッケル水素バッテ
リーの回収率を 30%から 58%に上げ、回収されたニッケル水素バッテリーをリサイクルす
れば、 2030 年に、約 879t の二酸化炭素の排出（ 2018 年日本の二酸化炭素排出量の約
0.00008%に相当）と 3,583GJ のエネルギー消費量（ 2017 年日本の一次エネルギー消費量の
約 0.00002%に相当）が増加するが、約 22t の資源節約と 1,214m3 の最終処分場を確保（廃
棄物減少）できる。なお、回収された使用済みニッケル水素バッテリーをリサイクルだけ
ではなく、さらにその一部（全体の 18%）をリユースできれば、約 2,585t の二酸化炭素の
排出の削減、 10t の資源節約、 38,285GJ のエネルギー消費量の減少が見込まれ、環境負荷
の削減効果がより大きいことが分かった（ 2030 年基準）。  
 
第 7 章  中国における電気自動車のリチウムイオンバッテリーの環境影響評価  














バッテリーライフサイクルの二酸化炭素の排出量は約 2,740kg から 2,460 kg に減少、資源
消費量は 13 kg から 7 kg に減少、エネルギー消費量は 42,500MJ から 39,200MJ に減少し
た  。また、各シナリオにおいて、リチウムイオンバッテリーの環境影響を比較すると、「リ
サイクルあり」のシナリオで発生する環境影響は「リサイクルなし」のシナリオで発生す
る環境影響を下回っている（図 9）。  
 










ただし、これからリチウムイオンバッテリーの種類が NCM111 から NCM811 に転換すれ
ば、使用済みリチウムイオンバッテリーから回収できるコバルトは大幅（約 75%）に減少
する。そのため、 1 個の使用済みリチウムイオンバッテリーをリサイクルすることで得ら
れる利益は、 5,086 中国元から 2,955 中国元に減少する可能性が高い（約 78,000 円から
45,315 円）。従って、中国の電気自動車に使われるリチウムイオンバッテリーの種類が急速






























































策 的 に 高 く 評 価 で き る 。 な お 、 本 論 文 の 一 部 は 、 Waste Management 、 Waste 
Management and Research, Recycling などの著名な国際ジャーナルに投稿され、査読付
論文として 7 編が掲載済みである。本審査会は、以上のような研究成果を踏まえて、本論
文が修了要件を十分満たしており、氏が自立して研究活動を行うのに必要な高度の研究能
力と学識を有するものと判断した。よって、本論文は、博士（学術）の学位論文として合
格と認める。  
 
 
 
 
 
 
 
